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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第１四半期
連結累計期間

第59期
第１四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 27,651 32,005 124,686

経常利益 （百万円） 1,098 1,338 7,175

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 707 724 4,771

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 873 978 5,172

純資産額 （百万円） 36,344 40,175 39,995

総資産額 （百万円） 56,670 64,740 64,217

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 11.00 11.27 74.20

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.9 60.8 61.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、子会社22社、関連会社３社、その他の関係会社２

社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりです。
 
（ビル管理事業）

2022年４月に株式会社NHファシリティーズの株式を新たに取得したことにより、当第１四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症対策を講じることによって経済・

社会活動の正常化が進み、景気の持ち直しの動きがみられているものの、感染再拡大への予断を許さない状況であ

り、原材料価格の上昇、金融資本市場の変動、ウクライナ情勢の長期化等の影響で、先行き不透明な状況が続いて

おります。

このような状況のもと、当社グループは、各管理事業の管理ストック拡充に注力するとともに、大規模修繕工事

を中心とする各種工事の実施に積極的に取り組みました。また、期初より新たにグループ化した株式会社NHファシ

リティーズとの協業により、シナジーの強化にも取り組みました。

その結果、売上高は32,005百万円（前年同期比15.7％増）、営業利益は1,310百万円（前年同期比22.6％増）、

経常利益は1,338百万円（前年同期比21.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は724百万円（前年同期比

2.5％増）となりました。
 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　マンション管理事業

マンション管理事業につきましては、当社において、前連結会計年度に受託した物件が計画通りに稼働したこ

とに加え、管理ストックから派生する周辺事業が好調に推移したことが売上高及び利益に寄与いたしました。

その結果、売上高は14,023百万円（前年同期比5.3％増）、営業利益は1,169百万円（前年同期比18.1％増）と

なりました。

②　ビル管理事業

ビル管理事業につきましては、国内子会社である山京ビルマネジメント株式会社において、不動産売上が好調

に推移したことが売上高及び利益に寄与いたしました。また、新たにグループ化した株式会社NHファシリティー

ズにおいても売上高に寄与したものの、当社における大型物件の解約の影響等で、利益については減少となりま

した。

その結果、売上高は3,922百万円（前年同期比65.6％増）、営業利益は41百万円（前年同期比67.2％減）とな

りました。

③　不動産管理事業

不動産管理事業につきましては、買取再販及び管理ストックから派生する周辺事業が好調に推移したことが売

上高及び利益に寄与いたしました。

その結果、売上高は1,522百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益は183百万円（前年同期比6.3％増）となり

ました。

④　営繕工事業

営繕工事業につきましては、当社において、大規模修繕工事・一般営繕工事・保守ともに堅調に推移したこと

に加え、国内子会社において、経済活動の制限緩和等に伴い工事の進捗が好調に推移したことが売上高及び利益

に寄与いたしました。

その結果、売上高は12,537百万円（前年同期比19.9％増）、営業利益は735百万円（前年同期比53.5％増）と

なりました。
 

(2）財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ522百万円増加し、64,740百万円となりまし

た。この主な要因は、現金及び預金の減少4,566百万円、建物及び構築物の増加1,019百万円、土地の増加2,470百

万円、のれんの増加797百万円、投資有価証券の増加332百万円等であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ342百万円増加し、24,564百万円となりました。この主な要因は、支払手形及

び買掛金の減少1,370百万円、その他流動負債の増加1,444百万円、退職給付に係る負債の増加557百万円等であり

ます。

純資産は、前連結会計年度末に比べ180百万円増加し、40,175百万円となりました。この主な要因は、親会社株

主に帰属する四半期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加724百万円、剰余金の配当に伴う利益剰余金の減少771百

万円、為替換算調整勘定の増加207百万円等であります。
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(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。
 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数(株）
（2022年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 64,320,000 64,320,000
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 64,320,000 64,320,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 64,320,000 － 2,492 － 2,293
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,311,700 643,117 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  64,320,000 － －

総株主の議決権  － 643,117 －

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

(％)

日本ハウズイング株式会社 東京都新宿区新宿1-31-12 7,300 － 7,300 0.01

計 － 7,300 － 7,300 0.01

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,157 14,591

受取手形、売掛金及び契約資産 21,092 20,653

未成工事支出金 90 248

原材料及び貯蔵品 180 281

その他 1,226 1,295

貸倒引当金 △40 △29

流動資産合計 41,707 37,040

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,546 5,565

機械装置及び運搬具（純額） 58 141

工具、器具及び備品（純額） 501 648

土地 11,929 14,400

建設仮勘定 1 17

有形固定資産合計 17,037 20,773

無形固定資産   

のれん 615 1,412

その他 1,296 1,325

無形固定資産合計 1,911 2,737

投資その他の資産   

投資有価証券 187 519

関係会社株式 183 188

差入保証金 1,121 1,345

退職給付に係る資産 276 307

繰延税金資産 933 949

その他 1,069 1,097

貸倒引当金 △210 △220

投資その他の資産合計 3,560 4,188

固定資産合計 22,509 27,699

資産合計 64,217 64,740
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,806 8,435

短期借入金 3,039 3,229

１年内返済予定の長期借入金 18 10

未払法人税等 1,447 691

未払費用 2,586 2,897

賞与引当金 1,902 918

工事損失引当金 0 0

その他 3,969 5,414

流動負債合計 22,770 21,597

固定負債   

退職給付に係る負債 477 1,034

繰延税金負債 121 422

その他 852 1,509

固定負債合計 1,451 2,966

負債合計 24,222 24,564

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,492 2,492

資本剰余金 1,871 1,871

利益剰余金 34,730 34,683

自己株式 △2 △2

株主資本合計 39,093 39,046

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 23 24

為替換算調整勘定 64 271

退職給付に係る調整累計額 27 25

その他の包括利益累計額合計 115 322

非支配株主持分 786 807

純資産合計 39,995 40,175

負債純資産合計 64,217 64,740
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 27,651 32,005

売上原価 20,986 24,648

売上総利益 6,664 7,356

販売費及び一般管理費 5,595 6,046

営業利益 1,068 1,310

営業外収益   

受取利息 4 5

受取配当金 2 5

助成金収入 21 10

その他 24 24

営業外収益合計 52 46

営業外費用   

支払利息 14 10

和解金 － 4

その他 7 3

営業外費用合計 22 17

経常利益 1,098 1,338

税金等調整前四半期純利益 1,098 1,338

法人税等 381 574

四半期純利益 717 764

非支配株主に帰属する四半期純利益 10 39

親会社株主に帰属する四半期純利益 707 724
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 717 764

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1 0

為替換算調整勘定 157 215

退職給付に係る調整額 0 △1

その他の包括利益合計 156 214

四半期包括利益 873 978

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 852 930

非支配株主に係る四半期包括利益 20 48
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（ビル管理事業）

2022年４月に株式会社NHファシリティーズの株式を新たに取得したことにより、当第１四半期連結会計期間より

連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当社及び国内連結子会社の税金費用については、原則として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。また、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を用いた計算をしております。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示してお

ります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 5百万円 1百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 169百万円 244百万円

のれんの償却額 47  74  
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定 時 株 主 総 会
普通株式 675 42.00

2021年

３月31日

2021年

６月30日
利益剰余金

（注）2021年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」に

つきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定 時 株 主 総 会
普通株式 771 12.00

2022年

３月31日

2022年

６月30日
利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 計

売上高        

一時点で移転される

財
147 1 262 4,698 5,110 － 5,110

一定の期間にわたり

移転される財
13,174 2,367 743 5,720 22,007 － 22,007

顧客との契約から生

じる収益
13,322 2,369 1,006 10,419 27,117 － 27,117

その他の収益 － － 499 34 533 － 533

外部顧客への売上高 13,322 2,369 1,506 10,453 27,651 － 27,651

セグメント間の内部
売上高又は振替高

23 4 67 31 126 △126 －

計 13,345 2,373 1,573 10,484 27,777 △126 27,651

セグメント利益 990 125 172 478 1,767 △699 1,068

(注）１．セグメント利益の調整額△699百万円は、セグメント間取引消去1百万円及び各報告セグメントに帰

属しない全社費用△700百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 計

売上高        

一時点で移転される

財
186 939 336 4,934 6,396 － 6,396

一定の期間にわたり

移転される財
13,836 2,867 698 7,592 24,994 － 24,994

顧客との契約から生

じる収益
14,023 3,806 1,035 12,526 31,390 － 31,390

その他の収益 － 116 487 11 614 － 614

外部顧客への売上高 14,023 3,922 1,522 12,537 32,005 － 32,005

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 4 66 36 111 △111 －

計 14,027 3,926 1,589 12,573 32,116 △111 32,005

セグメント利益 1,169 41 183 735 2,129 △819 1,310

(注）１．セグメント利益の調整額△819百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第１四半期連結会計期間において、株式会社NHファシリティーズの株式を取得し、新たに連結の範囲に

含めております。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第１四半期連結会計期間の報告セグメント

の資産の金額は、ビル管理事業において7,475百万円増加しております。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

ビル管理事業において、株式会社NHファシリティーズの株式を当第１四半期連結会計期間に取得したこと

によりのれんが863百万円増加しました。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

当社は、2021年12月22日開催の取締役会において、株式会社三井E&Sホールディングスから、同社の連結子会社

である株式会社MESファシリティーズの株式の全部を取得し、子会社化することを決議し、株式会社三井E&Sホール

ディングスと2021年12月23日付けで株式売買契約を締結し、2022年４月１日付で全株式を取得いたしました。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被 取 得 企 業 の 名 称 株式会社MESファシリティーズ

事 業 内 容 人材派遣業、建設業、保険代理店業、不動産賃貸業、自動車教習所、

調剤薬局等

（2）企業結合を行った主な理由

当社は、中期経営計画「PLAN23」（計画期間2019年度～2023年度）で掲げた「お客様のパートナーとし

て快適な住・オフィスの環境作り」の具現を目指し、事業基盤の強化及び関連事業の拡大に努めておりま

す。今般、企業及びリテール顧客向けに多岐に亘る事業を有する総合サービス業として発展を遂げてきた

株式会社MESファシリティーズを当社グループに迎え入れることで、更なる企業価値の向上と「持続でき

る成長」に繋がるものと判断し、同社の株式取得を決定いたしました。

（3）企業結合日

2022年４月１日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社NHファシリティーズ

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年４月１日から2022年６月30日までとなります。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 3,860百万円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

863百万円

（2）発生原因

主に今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

（3）償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益  11円00銭 11円27銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 707 724

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
（百万円） 707 724

普通株式の期中平均株式数 （千株） 64,312 64,312

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月９日

日本ハウズイング株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 金子　　秀嗣

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大久保　照代

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ハウズイン

グ株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ハウズイング株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

